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１．内水ハザードマップ作成の必要性
内水HM作成の手引きP.6

【なぜ 洪水ハザ ドマ プがあるのに 内水ハザ ドマ プを作成するのか？】【なぜ、洪水ハザードマップがあるのに、内水ハザードマップを作成するのか？】

内水による浸水は、河川の堤防の決壊や河川からの溢水による浸水と比較して、以下の違い
がある。
○浸水被害の発生頻度が高い○浸水被害の発生頻度が高い
○浸水被害の発生までのリードタイムが短い
○河川から離れた地区においても浸水被害が発生する
そのため 内水氾濫に係る住民の避難行動に対して 以下の留意点があると考えられるそのため、内水氾濫に係る住民の避難行動に対して、以下の留意点があると考えられる。
○目の前の浸水現象が「洪水」によるものなのか「内水」によるものなのか判断が必要
○無理に避難するより、浸水箇所に近づかないことのほうが安全な場合が多い

ただし 内水氾濫により 洪水時の避難行動に影響が生じる可能性がある→ただし、内水氾濫により、洪水時の避難行動に影響が生じる可能性がある。
○防災無線等による内水に係る避難情報の伝達が困難
○特に地下空間や窪地地形においては、局所的に内水浸水の危険度が高くなる

■内水ハザードマップの定義
内水による浸水に関する情報及び避難に関する情報を住民に解りやすく提供することにより、内水による浸水被害を最小化することを
目的として作成され 住民を円滑に避難・誘導するための機能や内水による浸水に関する情報の共有ツールとしての機能のほか 住民

＜内水ハザードマップと認められる上で、最低限満たすべき要件とは＞

目的として作成され、住民を円滑に避難・誘導するための機能や内水による浸水に関する情報の共有ツールとしての機能のほか、住民
の自助及び共助を促す機能等を有するもの

１．浸水に関する情報（浸水想定区域等）の記載があること

２．避難に関する情報（避難場所等）の記載があること

要件は
２つのみ！



１．内水ハザードマップ作成の必要性

【洪水ハザードマップとの違い】
内水HM作成の手引きP.4

Q.洪水ハザードマップを作成しているが、内水ハザードマップは必要か？

内水ハザードマップで取り扱う浸水被害は、一時的に大量の降雨が生じた場合において下水道その他の排水施設及び
河川その他の公共水域に雨水を排水できないことにより発生する浸水被害であり、洪水ハザードマップが対象とする河

内水浸水想定 洪水浸水想定

川堤防の決壊・河川からの溢水や津波・高潮によるものは含まない。

洪水浸水想定では、
中小河川の氾濫等に
よる内水浸水が 映よる内水浸水が反映
されていない

左図：下水道管渠と中小河川を対象に実施したシミュレーションに基づく浸水想定区域（内水ハザードマップ）
右図：大河川の洪水を対象に実施したシミュレーションに基づく浸水想定区域（洪水ハザードマップ）

A.洪水と内水では浸水区域が大きく異なることがある。また、浸水が発生する際の気象条件、降雨開始か
ら浸水発生までの時間、浸水の頻度等が異なるため、洪水ハザードマップのみの情報では十分でない。

出典：東京都千代田区HP



１．内水ハザードマップ作成の必要性
内水HM作成の手引きP.22，P.44

【浸水実績を活用した浸水想定手法について】

検討の基礎となるデータや 所定の精度が確保さ 検討に長い期間等を要し 内水ハ

内水浸水想定区域は、原則、浸水シミュレーションを活用して作成するべき

検討の基礎となるデ タや、所定の精度が確保さ
れた浸水シミュレーションモデルの作成が必要

検討に長い期間等を要し、内水ハ
ザードマップを早急に作成することが
困難となる場合

下水道施設 整備が途上 場合
市内全域で、浸水シミュレーションを実施する必

・下水道施設の整備が途上の場合
・十分な記録が揃っていない場合
・十分な費用がない場合 等

○浸水シミ レ シ による内水浸水想定区域の作成を早期に実現できない場合など

市 域 、浸水 を実施す 必
要性がない場合

○浸水シミュレーションによる内水浸水想定区域の作成を早期に実現できない場合など
でも、住民等に対して、内水による浸水に対するリスクを明示し、リスクコミュニケーション
に努めていただきたい。

浸水実績や地形情報等を活用した内水浸水想定区域の作成も可とする※
※平成21年3月に公表された「内水ハザードマップ作成の手引き（案）」に示された運用※平成21年3月に公表された「内水ハザードマップ作成の手引き（案）」に示された運用

【浸水実績を活用した内水浸水想定区域を作成し易い例】

・浸水実績のデータが十分にある 以降の項では、

・浸水実績が特定の区域に集中している

・洪水による浸水想定区域に含まれる 等

浸水実績を活用した手法
のＱ＆Ａを紹介。



２．浸水実績を活用した内水浸水想定区域の作成の留意点

【内水ハザードマップに必要な情報】
内水HM作成の手引きP.50

Q.内水ハザードマップに盛り込むべき情報は？

内水ハザードマップの目的は、内水による浸水情報と避難等に関する情報を、住民（受け手）の立場
に立った情報として提供することです。ゆえに、浸水の情報及び避難等に関する情報を住民等にできるに立った情報として提供することです。ゆえに、浸水の情報及び避難等に関する情報を住民等にできる
だけわかりやすく提供することが重要です。
避難に関する情報については、内水の場合、浸水深によっては建物の中でより高い階へ移動する垂直
避難も有効であり、洪水の場合における避難の考え方との違いを考慮して分かりやすく記載することが
重要です （最大想定浸水深が概ね床下高未満（床下高 以上；建築基準法施行令第 条）であ て重要です。（最大想定浸水深が概ね床下高未満（床下高45㎝以上；建築基準法施行令第22条）であって、
内水浸水想定区域内に地下街・地下室等の地下施設が無い場合など、内水による避難の必要がないと判
断される場合は、避難に関する情報を記載しない方法もあり得ます。）
内水ハザードマップに盛り込むべき情報は、下記の項目のうち、地域特性、洪水ハザードマップとの

【記載項目】
内水 ザ ドマ プには必ず記載が必要な共通項目と地域に応じて必要な場合に記載する項目

内水 ザ ド ップに盛り込む き情報は、下記の項目のうち、地域特性、洪水 ザ ド ップとの
連携等を考慮して必要に応じて選択します。

内水ハザードマップには必ず記載が必要な共通項目と地域に応じて必要な場合に記載する項目
がある。これらの各情報については、内容の必要性を検討し記載する。
共通項目･･･内水ハザードマップに記載する必要最小限の記載項目
○浸水に関する情報･･･内水浸水想定区域図 浸水シナリオ等○浸水に関する情報･･･内水浸水想定区域図，浸水シナリオ等
○避難に関する情報･･･避難場所，避難時危険箇所等
地域項目･･･地域特性に応じた浸水時の情報、浸水を予防するのに役立つ情報等の記載項目
○災害時活用情報･･･過去の浸水実績 地下街・地下室等の情報等○災害時活用情報･･･過去の浸水実績、地下街・地下室等の情報等
○災害予防情報･･･適正な土地利用への誘導、貯留･浸透施設の設置に関する事項等
○災害学習情報･･･水害発生のメカニズム，地形と氾濫形態，下水道の役割等



【他のハザードマップとの重合わせ】
内水HM作成の手引きP.54

２．浸水実績を活用した内水浸水想定区域の作成の留意点

Q.内水ハザードマップを洪水ハザードマップと重ね合わせると分かりにくくなるのではないか？

内水ハザードマップ作成の手引き（案）には、「重ね合わせ表示」「並列表示」「複合表示」等の表
示方法が挙げられています。一般的に、浸水シミュレーションや地形情報を活用した内水浸水想定手法示方法 挙げ れ す 般的 浸水 や 形情報 活用 内水浸水想定手法
の場合は「重合わせ表示」、浸水実績を活用した内水浸水想定手法の場合は「並列表示」が多く見られ
ます。内水の浸水深をハザードマップに盛り込む際には、並列に住民が判断に困らない工夫をすること
が必要です。

洪水と内水のハザードマップを一体的に作成する際の浸水想定区域図の表示方法

表示方法（例） 特 徴 

ｲ) 重合せ表示 

内水浸水想定区域図と洪水

・紙面に限りがあるマップ形式の場合は図を大きく表示できる。 

・浸水区域や避難等に関する情報が１枚の図面で住民に提示できる。 

浸水想定区域図とを重ねて

表記する方法 

・洪水浸水想定区域内の内水浸水想定区域の状況（分布・深さ）が分かりにくい。（洪水と内水の

浸水エリアの表示方法を枠囲い、ハッチング等によって変えることも必要） 

・内水時の避難等の情報としては分かりにくい。 

ﾛ) 並列表示 

内水浸水想定区域図と洪水

・紙面に限りがあるマップ形式の場合には、図が小さくなり見にくくなる。 

・冊子形式などの工夫が必要
浸水範囲の図示例

内水浸水想定区域図と洪水

浸水想定区域図とを並列表

記する方法 

・冊子形式などの工夫が必要。 

・洪水浸水想定区域内の内水浸水想定区域の状況（分布・深さ）が分かりやすい。 

・区域図の違いや、洪水時と内水時の避難等に関する分かりやすい説明が必要。 

ﾊ) 複合表示 

重合せ表示と並列表示の組

・紙面に限りがあるマップ形式の場合には、図が小さくなり見にくくなる。 

・別途表記する図を小さめに表現する、冊子形式にする等の工夫が必要。 

み合わせにより浸水想定区

域図を表記する方法 

・洪水浸水想定区域内の内水浸水想定区域の状況（分布・深さ）が分かりやすい。 

・より多くの情報をきめ細かく提供することが可能となる。 

・情報がさらに多くなるため、区域図の違いや、洪水時と内水時の避難等に関する分かりやすい説

明が必要。 

浸水実績の図示例

出典：兵庫県加古郡播磨町内水ハザードマップ

A.洪水ハザードマップはほとんどの自治体で整備済みであり、一体的に内水による浸水実績を表示するこ
とは効果的である。ただし、内水による浸水深の情報等を加える場合は、情報が多く見難い場合もあるこ
とから、並列表示などを検討する必要がある。

 



【浸水実績の表示例】
内水HM作成の手引きP.45

２．浸水実績を活用した内水浸水想定区域の作成の留意点

Q.住民の通報等により浸水した場所は概ね把握しているものの、浸水実績（浸水範囲、浸水深等）の記
録が不十分な場合の図示方法は？

【図示に用いる浸水実績】

既存の浸水実績記録は、必ずしも当時の浸水実績が100%忠実に再現されているとは限らないことに
対する留意が必要です。また、下水道整備により安全度が向上している場合や大幅な土地利用形態
変化 より雨水流出率が変化 る場合など 当時 浸水実績が現 な とき

・近年（概ね１０年程度以内）の浸水実績

の変化により雨水流出率が変化している場合など、当時の浸水実績が現況に即していないときは、
浸水実績の図示方法に工夫が必要です。

浸水実績が現況に即していないときの工夫
【工夫例】 ●浸水区域をカバーする楕円等で概略の浸水範囲を示す方法の例

浸水実績が現況に即していないときの工夫
として以下の事例があります。
・浸水地区をカバーする楕円等で概略
の浸水範囲を示す方法
浸水実績記録に地形情報等を加味し

浸水実績を踏まえ概略
の地域を表示・浸水実績記録に地形情報等を加味し

て概略の浸水範囲を示す方法

発災時に浸水実績の収集に努めてください。

の地域を表示

発災時に浸水実績の収集に努めてください。
また、下水道整備等を行った場合は、その
整備効果を検証して、内水ハザードマップ
に情報を反映してください。 出典：茨城県取手市内水ハザードマップ

A.浸水実績の情報については、その精度によって浸水実績箇所を点で示したり、楕円等で概略を示すな
どの方法がある。マップには、図示に用いた想定の考え方を明記することが望ましい。



【浸水実績の表示例】
内水HM作成の手引きP.50,P.61

２．浸水実績を活用した内水浸水想定区域の作成の留意点

Q.住民の通報等により浸水した場所は概ね把握しているものの、浸水実績（浸水範囲、浸水深等）の記
録が不十分な場合の図示方法は？

●浸水実績記録に地形情報等を加味して概略の浸水範囲を示す方法の例

市民からの通報による浸水情報（点の
情報）を基に、その周辺の地盤高情報

埼玉県さいたま市の事例では、近
年10年間に住民の通報等によるピン
ポイントの浸水情報を基に、その周
辺の地盤高等の情報を考慮して 浸

から浸水範囲を想定している手法
辺の地盤高等の情報を考慮して、浸
水範囲を推定した事例もあります。
具体的には、床上・床下浸水被害
家屋の情報（点の情報）を基に、地
盤高 図等 落と 込 浸盤高メッシュ図等に落とし込み、浸
水実績地点とその周辺の地盤高の関
係を把握し、浸水想定区域（面の情
報）を作成するものです。報）を作成するものです。
浸水シミュレーションによる内水
浸水想定手法より精度が低い場合が
ありますが、財政状況等を踏まえた
内水 ザ ド プ作成 係る時間

出典：埼玉県さいたま市内水ハザードマップ

内水ハザードマップ作成に係る時間
やコストを低減する方法です。

A.浸水実績の情報については、その精度によって浸水実績箇所をピンポイントで示したり、楕円等で概
略を示すなどの方法がある。マップには、図示に用いた想定の考え方を明記することが望ましい。



【浸水実績の表示例】
内水HM作成の手引きP.50,P.61

２．浸水実績を活用した内水浸水想定区域の作成の留意点

Q.地域で浸水した事実は把握しているものの、具体的な記録がない場合の図示方法は？

地域で浸水した事実は把握しているものの、
具体的な記録がない場合には、住民等に対する具体的な記録がない場合には、住民等に対する
ヒアリング等により過去の浸水被害の状況を調
査し、内水浸水想定区域を作成する方法が考え
られます。
また 住民等とのリスク ミ ケ シ ンまた、住民等とのリスクコミュニケーション
により、新たな情報が得られる場合があります。
例えば、アンダーパス等の地下施設での浸水や
局所的な窪地での浸水などのきめ細やかな浸水局所的な窪地での浸水などのきめ細やかな浸水
被害情報は、地形図等だけでは把握しにくい場
合があるため、既に浸水実績で内水浸水想定区
域を作成している場合においても、これらの情
報を加えることにより 住民の避難行動に 層

ワークショップ等で住民か
ら意見を抽出している例

報を加えることにより、住民の避難行動に一層
役立つものとなります。
なお、内水による浸水被害に関しては、無理
に避難するよりも、浸水箇所に近づかないこと

ら意見を抽出している例

に避難するよりも、浸水箇所に近 かないこと
のほうが安全な場合も多いため、リスクコミュ
ニケーションの際には、屋内安全確保も避難行
動の選択肢として提示することも必要です。

出典：岐阜県美濃加茂市内水ハザードマップ

A.浸水実績の記録がない場合は、地元住民へのヒアリング等により情報を補強できる場合がある。その
際に、避難時に障害となる地点等の情報も聞き取り、避難すべき区域と避難所とともにわかり易く示す
ことも有益である。



【浸水実績の表示例】
内水HM作成の手引きP.50,P.61

２．浸水実績を活用した内水浸水想定区域の作成の留意点

Q.床上・床下浸水被害が殆どない場合には、他にどのような情報を盛り込むべきか？

将来的な危険性も含めて内水

ハザードマップの情報面に過去の道路冠水

氾濫が予想される場合には、浸
水シミュレーションによる内水
浸水想定を実施することが望ま
しいと考えます また 床上・ ハザ ドマップの情報面に過去の道路冠水

実績も掲載している事例もある。
しいと考えます。また、床上
床下浸水被害が殆どなくとも、
都市機能の保全の観点から内水
ハザードマップに過去の道路冠
水実績を掲載するなど 対応も水実績を掲載するなどの対応も
考えられます。
道路上では、浸水時にマン
ホールの飛散などの潜在的な危ホ ルの飛散などの潜在的な危
険性があります。
こうした情報は、洪水時の避
難行動や外出時に局地的大雨等
が降 た際 危険認識等 役立

出典：埼玉県戸田市内水ハザードマップ

が降った際の危険認識等に役立
つと考えられます。

A.浸水実績の記録がない場合は、地元住民へのヒアリング等により情報を補強できる場合がある。その
際に、避難時に障害となる地点等の情報も聞き取り、避難すべき区域と避難所とともにわかり易く示す
ことも有益である。



３．内水ハザードマップ充実の方向性

【対象降雨の設定方法について】
内水HM作成の手引きP.22

Q.浸水シミュレーションを活用した内水ハザードマップはどのような規模の降雨で作成すべきか？

浸水シミュレーションを活用した内水浸水想定に用いる降雨の規模は、内水による浸水被害を最小限に
抑えるというハザードマップの目的からすれば 既往最大降雨とすることが望まれます抑えるというハザ ドマップの目的からすれば、既往最大降雨とすることが望まれます。
平成25年11月現在、浸水シミュレーションを活用して作成された内水ハザードマップのうち、約４０％
は、既往最大降雨を基に作成されています。また、約２０％は洪水ハザードマップの対象降雨と同じ降雨
を基に作成されています。

回答なし
16%

対象降雨の規模内水ハザードマップを作成する地域の既往最大降雨が、
他地域での大規模な降雨に比べて小さい場合には、その降
雨を対象として浸水シミュレーションを活用している事例
もあります

対象とする地域

の既往最大降雨
31%

16%もあります。
下水道と河川の計画規模を理解した上で、適切な降雨を
設定する必要があります。

【計画降雨で内水ハザ ドマップを作成することについて】

他地域での

その他
25%

【計画降雨で内水ハザードマップを作成することについて】

内水ハザードマップは、住民等の避難行動に役立てるた
めに作成されるべきであり、下水道の計画降雨を対象降雨
として作成したマップは 下水道施設が未整備である区域 他地域での

大規模

な降雨
8%

洪水

ハザードマップの

対象降雨
20%

として作成したマップは、下水道施設が未整備である区域
を示した図ということに過ぎません。
想定されるリスクを適切に住民等に伝達することが望ま
れます。

A.対象とする地域の既往最大降雨が最も多いが、特に大きな降雨実績がない場合は他地域の既往最大降
雨等を設定する場合もある。通常では河川計画を超える降雨の場合には洪水発生の恐れがあり、内水被
害に収まらなくなるため、下水道と河川の計画規模を理解した上で適切な降雨を設定する必要がある。



【避難情報の表示方法について】
内水HM作成の手引きP.64

３．内水ハザードマップ充実の方向性

Q.住民が適切な避難行動をとることができるように、内水ハザードマップを高度化したい。

浸水前後の行動指針

自分の居る
位置別に明示

被害想定を
色分け表示

建物別の
行動指針色分け表示

住民が避難行動をとるにあた ては 洪水予報や水位情

行動指針

住民が避難行動をとるにあたっては、洪水予報や水位情
報、避難情報（避難準備、避難勧告、避難指示）につい
て、発信元から住民までの伝達経路と伝達手段をあらかじ
め明確化しておくと住民が活用しやすくなります。（手引

住民の行動指針を示した工夫例

め明確化しておくと住民が活用しやすくなります。（手引
き図4-14）内水による浸水被害の最小化を図るには、住民
等が状況を理解し、取るべき行動を適切に判断できるため
の情報を、正確かつ確実に時機を得て伝達することが重要
です

出典：新潟県見附市内水ハザードマップ

A.内水は洪水と比べて比較的短時間で浸水が発生する場合が多く、避難行動の判断に必要な時間が少ない
ことなど、内水の特徴を考慮して、住民が自らの判断で避難行動を開始するための工夫が必要。

です。



【公表範囲について】

３．内水ハザードマップ充実の方向性

Q.現在、洪水ハザードマップに内水に係る浸水実績を重ね合わせたマップを公表しているが、洪水ハザー
ドマップの紙面上にはない地域の浸水実績を表示したい場合はどのように対応すべきか？

洪水ハザードマップは、主に河川管理者である国や都道府県が浸水想定を行い、それを活用して各洪水ハザ ドマップは、主に河川管理者である国や都道府県が浸水想定を行い、それを活用して各
市町村がハザードマップを作成しています。内水ハザードマップは、主に河川への排水系統の管理者
（市町村）が自ら浸水想定を行ってハザードマップを作成しています。
上記を踏まえると市町村により内水浸水想定区域の作成を適切に行う必要がありますが、内水浸水
想定区域 作成をシミ シ により行うことに対して課題がある場合には 浸水実績を活用想定区域の作成をシミュレーションにより行うことに対して課題がある場合には、浸水実績を活用
し、早急に内水ハザードマップを公表する方針を取ることが望まれます。
浸水シミュレーションを活用する場合には、対象降雨について下水道計画降雨や関連する河川の計
画降雨を検討するほか、実績降雨については、有識者や地域住民の意見を取り入れることも検討する画降雨を検討するほか、実績降雨については、有識者や地域住民の意見を取り入れることも検討する
べきです。
また、流域全体の浸水リスクを把握するため、都道府県等の河川管理者が各市町村の下水道等の施
設情報を収集し、一体的なモデルを基に浸水想定区域を作成する取組も一部では行われています。そ
の場合には 市町村で既に公表している内水 ザ ドマ プとの関係に留意が必要ですの場合には、市町村で既に公表している内水ハザードマップとの関係に留意が必要です。

【浸水シミュレーションを活用した手法と浸水実績を活用した手法の併用について】
なお、内水ハザードマップの作成・公表にあたっては、必ずしも対象区域一律の条件で、浸水シなお、内水 ザ ド ップの作成 公表にあたっては、必ずしも対象区域 律の条件で、浸水シ
ミュレーションを活用した内水浸水想定区域を作成する必要はなく、また、部分的に作成したもので
あっても、早期に公表することを優先し、住民に配布する等の対応を行うことが望まれます。

A.一覧性の観点からは、市町村全域の内水ハザードマップを作成することが望ましいが、早期に内水ハ
ザードマップを整備する観点から、該当する地域のみ別途内水ハザードマップを作成し、住民に配布す
る等の対応を行うことが望ましい。



【公表方法について】
内水ハザードマップ作成の手引きP.90

３．内水ハザードマップ充実の方向性

Q.既に洪水ハザードマップを作成し配布している。内水ハザードマップを重ね合わせた方法を採用
したいが、その場合にハザードマップを住民等に再配布する必要があるか？

ハザードマップを公表する方法は様々あります。

形式 周知および掲示方法

電子媒体（PDF等）
自治体のHP
ポータルサイトに登録

図面（A1、A0等） 各戸配布、自由配布

ザ ドマップを公表する方法は様々あります。
自治体のホームページ上で公開することにより比較的簡単に
かつ広く周知させることができます。また、発災時に持ち出
しが可能な紙媒体で配布することも重要であり、多様な方法
で公表することが望まれます

●ハザードマップの公表方法の例

図面（A1、A0等） 各戸配布、自由配布
冊子（A4版、ハンドブック等） 各戸配布、自由配布で公表することが望まれます。

国土交通省では、国土交通省で
は、より簡易にハザードマップの
「在りか」が検索でき、より広く「在りか」が検索でき、より広く
ハザードマップを利用してもらえ
るように「ハザードマップポータ
ルサイト」を公開しています。
（h //di l i j /）（http://disapotal.gsi.go.jp/）
ハザードマップを市町村のホーム
ページ上で公開した場合は、ハ
ザードマップポータルサイト事務

配布する内水ハザードマップ例（Ａ４三つ折り）

ザ ドマップポ タルサイト事務
局までお知らせください。

A.まずは電子媒体で作成してホームページ等にアップし、洪水ハザードマップの見直しの際に再配布す
るなどの運用とすれば、コストの低減が図られると考えられ、このような運用も参考にされたい。



【都道府県別の内水ハザードマップを策定済み市町村及び策定すべき市町村】

40 

内水ハザードマップ策定状況
内水ハザードマップの早期策定が必要な市町村
①内水ハザードマップ作成し公表済みの市区町村

②「下水道浸水被害総合事業（下水道総合浸水対策緊急事業

30 

35  からの継続を含む）」の実施市区町村
③H13年度以降、延べ床上浸水被害戸数が50戸以上発生した
市区町村
④H13年度以降、延べ浸水（床上＋床下）被害戸数が200戸以

害 び

対象484自治体
H28までに100％策定
策定済み248自治体

20 

25 

体
数

上発生した市区町村（水害統計における内水及び窪地内水）
⑤「①～④」以外で独自に平成28年度末までに作成意向のあ
る市区町村

（平成25年3月末現在）

15 自
治
体

住民への速やかな浸水情報の提供
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策定率（％） 89%30%64%64%70%25%61%53%27%57%64%23%100 67%64%50%50%70%11%67%75%25%25% 0% 57%71%14%14%14%43%57%17%50%17%17%80%20%20%40%25%75%67%33%67%100 50% 0%

未策定 4  21  10  10  7  15  7  7  11  6  5  10  0  4  4  5  5  3  8  3  2  6  6  7  3  2  6  6  6  4  3  5  3  5  5  1  4  4  3  3  1  1  2  1  0  1  1 

策定済み 32  9  18  18  16  5  11  8  4  8  9  3  13  8  7  5  5  7  1  6  6  2  2  0  4  5  1  1  1  3  4  1  3  1  1  4  1  1  2  1  3  2  1  2  2  1  0 



↓浸水被害軽減の取り組みについては下記にお問い合わせください↓
国土交通省 水管理・国土保全局 下水道部

ＴＥＬ 03-5253-8111（代表）
平成 6年 月 作成平成26年3月 作成

平成26年8月 一部修正


